
 

 

○久喜市地域活動支援センター事業実施要綱 

平成２２年３月２３日 

告示第９６号 

改正 平成２５年４月５日告示第１６３号 

平成２６年３月２８日告示第１８８号 

平成２６年６月２４日告示第３２４号 

平成２８年３月３１日告示第１４３号 

令和４年３月３１日告示第１５０号 

（目的） 

第１条 この告示は、身体障がい者、知的障がい者及び精神障がい者（以下「障

がい者等」という。）を通わせ、創作的活動又は生産活動の機会の提供、社会

との交流の促進等の便宜を供与する地域活動支援センターを設置するとともに、

その機能を強化することにより、障がい者等の地域生活支援の促進を図ること

を目的とする。 

（実施主体等） 

第２条 この事業は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための

法律（平成１７年法律第１２３号。以下「法」という。）第７７条第１項第９

号に規定する地域生活支援事業として厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部

長通知（平成１８年８月１日障発第０８０１００２号）に基づき実施するもの

とし、その実施主体は久喜市とする。 

２ 市長は、前条の目的を達成するため、第４条から第７条までの要件を満たし

適正な事業運営が確保できると認められる社会福祉法人等をそれぞれ指定事業

者としてあらかじめ指定し、事業に要する経費の一部を補助し、又は事業の運

営を委託して事業を実施するものとする。 

（事業の内容） 

第３条 地域活動支援センターは、障がい者等に対し、創作的活動又は生産活動



 

 

の機会を提供すること（以下「基礎的事業」という。）に加え、本事業の機能

強化を図るため、次の類型（以下「機能強化事業」という。）を設け事業を実

施するものとする。 

（１） 地域活動支援センターⅠ型 医療、福祉及び地域の社会基盤との連携

強化のための調整、地域住民ボランティアの育成並びに障がいに対する理解

促進を図るための普及啓発事業 

（２） 地域活動支援センターⅡ型 地域において雇用及び就労が困難な在宅

障がい者に対する機能訓練、社会適応訓練、入浴等のサービスの実施 

（３） 地域活動支援センターⅢ型 通所による創作的活動又は生産活動の支

援 

（指定事業者） 

第４条 地域活動支援センターⅠ型を実施する指定事業者は、法第７７条第１項

第３号に規定する相談支援事業を委託を受け実施していなければならない。 

２ 地域活動支援センターⅢ型を実施する指定事業者は、通所による援護事業の

実績を５年以上有し、安定的に事業を運営していなければならない。 

（職員の配置基準） 

第５条 指定事業者は、次に掲げる基準により職員を配置しなければならない。 

（１） 基礎的事業 施設長を含め２人以上の職員を配置し、うち１人を常勤

専任者とすること。 

（２） 地域活動支援センターⅠ型 精神保健福祉士等の専門職員及び基礎的

事業による職員のほか、１人以上の職員を配置し、うち２人以上を常勤とす

ること。 

（３） 地域活動支援センターⅡ型 基礎的事業による職員のほか、１人以上

の職員を配置し、うち１人以上を常勤とすること。 

（４） 地域活動支援センターⅢ型 基礎的事業による職員のうち１人以上を

常勤とすること。 



 

 

（設備） 

第６条 指定事業者は、地域活動支援センターに、運営に必要な面積を有する事

務室、相談室、会議室、便所、消火設備及び事業を実施するために必要な設備

を設けなければならない。この場合において、事業の実施に支障がない場合は、

他の社会福祉施設等の設備の一部を共有することができる。 

（利用者の定員基準） 

第７条 機能強化事業の１日当たりの実利用者人員の定員は、次に掲げるとおり

とする。 

（１） 地域活動支援センターⅠ型 概ね２０人以上 

（２） 地域活動支援センターⅡ型 概ね１５人以上 

（３） 地域活動支援センターⅢ型 概ね１０人以上 

（対象者） 

第８条 この事業の対象者は、市内に住所を有し、次の各号のいずれかに該当す

る者のうち市長が利用を適当と認めた者とする。 

（１） 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第４項の規

定により身体障害者手帳の交付を受けている者 

（２） 埼玉県療育手帳制度要綱（平成１４年７月２３日埼玉県告示第１３６

５号）の規定により療育手帳の交付を受けている者 

（３） 知的障害者福祉法（昭和３５年法律第３７号）第１２条に規定する知

的障害者更生相談所又は児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第１２条

に規定する児童相談所において知的障がいと判定された者 

（４） 医師により発達に障がいがあると診断された者 

（５） 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３

号）第４５条第２項の規定により精神障害者保健福祉手帳の交付を受けてい

る者 

（６） 法第５４条第３項の規定により自立支援医療受給者証（精神通院医療）



 

 

の交付を受けている者 

（利用手続） 

第９条 この事業を利用しようとする者又はその保護者は、地域活動支援センタ

ー利用登録申請書（様式第１号）を市長に提出し、登録を受けなければならな

い。 

２ 市長は、前項の申請書を受理したときは、速やかに登録の可否を決定し、地

域活動支援センター利用登録（決定・却下）通知書（様式第２号）により、申

請者に通知するものとする。 

３ 市長は、前項の規定により利用登録を決定したときは、地域活動支援センタ

ー事業依頼書（様式第３号）により指定事業者に通知するものとする。 

４ 利用登録の決定を受けた対象者（以下「利用者」という。）がこの事業を利

用しようとするときは、利用者又はその保護者（以下「利用者等」という。）

は、第２項の決定通知書を指定事業者に提示し、直接依頼するものとする。 

５ 利用者等は、指定事業者と地域活動支援センター利用に関する契約を締結し

なければならない。 

（利用者等の届出義務） 

第１０条 利用者等は、次の各号のいずれかに該当するときは、地域活動支援セ

ンター利用登録（変更・取消・休止）申出書（様式第４号）により、速やかに

市長に届け出なければならない。 

（１） 利用者の住所等を変更したとき。 

（２） 利用者の心身の状況に利用内容を変更する変化が生じたとき。 

（３） 利用登録の取消し及び休止をしようとするとき。 

２ 利用者等は、前条第２項の決定通知書を毀損し、又は紛失したときは、地域

活動支援センター利用登録決定通知再交付申請書（様式第５号）を市長に提出

し、決定通知書の再交付を受けるものとする。 

（利用の取消し又は休止） 



 

 

第１１条 市長は、利用者が次の各号のいずれかに該当するときは、第９条第２

項の規定により決定された登録を取り消し、又は休止することができる。 

（１） この事業の対象でなくなったとき。 

（２） 感染性疾患にかかったとき。 

（３） 入院又は施設に入所したとき。 

（４） 不正又は虚偽の申請により利用登録決定を受けたとき。 

（５） その他市長が利用を不適当と認めたとき。 

２ 市長は、前項の規定により登録を取り消し、又は休止したときは、地域活動

支援センター利用登録（取消・休止）通知書（様式第６号）により利用者等に

通知するとともに、指定事業者に対し遅滞なく連絡するものとする。 

（指定事業者への補助及び利用者等負担） 

第１２条 地域活動支援センターⅠ型及び地域活動支援センターⅢ型の利用に関

する費用は、無料とする。 

２ 地域活動支援センターⅡ型の利用者等が負担する額は、別表第１項に掲げる

額の１００分の１０とする。 

３ 前項の規定にかかわらず、利用者負担額が別表第３項に定める利用者負担上

限月額を超えるときは、その上限額の範囲内とする。ただし、市民税非課税世

帯又は市民税課税世帯であって所得割１６万円（障がい児にあっては２８万円）

未満である世帯に属する者で、次に該当するものの負担上限月額は、当該負担

上限月額に４分の１を乗じて得た額とする。 

（１） 預貯金等の額が５００万円（家族同居の場合にあっては１，０００万

円）以下であること。 

（２） 親族等が現に居住する不動産その他一定の不動産以外の固定資産を所

有していないこと。 

４ 市長は指定事業者に対して、別表第１項に掲げる額から前２項に規定する利

用者等の負担する額を控除した額を補助するものとする。 



 

 

（指定事業者の遵守事項） 

第１３条 指定事業者は、地域活動支援センターの運営について、次の規定を定

めておかなければならない。 

（１） 施設の目的及び運営方針 

（２） 職員の職種、数及び職務内容 

（３） 利用定員 

（４） 利用者に対して行う支援の内容 

（５） 施設の利用に当たっての留意事項 

（６） 非常災害対策 

（７） 虐待防止のための措置に関する事項 

（８） その他施設の運営に関する重要事項 

２ 指定事業者は、職員の資質の向上のために、その研修の機会を確保しなけれ

ばならない。 

３ 指定事業者は、事業の実施の際に事故が発生した場合は、市長及び利用者の

家族等に速やかに連絡をするとともに、必要な措置を講じなければならない。 

４ 指定事業者は、利用者等に対し、その提供するサービスの内容、料金、サー

ビスの提供に従事する職員の有する資格、経理状況等を明示しなければならな

い。 

５ 指定事業者及び職員は、正当な理由なく業務上知り得た利用者等に関する秘

密を漏らしてはならない。 

６ 指定事業者は、利用者へのサービス提供、職員及び会計に関する諸記録を整

備し、サービス提供年度の翌年度から５年間保管しなければならない。 

（報告及び調査） 

第１４条 市長は、事業の適正かつ積極的な運営を確保するため、指定事業者に

対し、事業の実施状況について報告を求めるとともに、必要に応じて調査を行

うことができるものとする。 



 

 

（利用者等の遵守事項） 

第１５条 利用者等は、第９条第２項の決定通知書を他人に譲渡し、貸与し、又

は不正に使用してはならない。 

（その他） 

第１６条 この告示に定めるもののほか、事業の実施に関し必要な事項は、市長

が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、平成２２年３月２３日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の日の前日までに、合併前の久喜市地域活動支援センター事

業実施要綱（平成１９年久喜市告示第９６号）又は鷲宮町障がい者地域活動支

援事業実施要綱（平成２０年鷲宮町告示第４９号）の規定によりなされた手続

その他の行為は、それぞれこの告示の相当規定によりなされたものとみなす。 

附 則（平成２５年４月５日告示第１６３号） 

この告示は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２６年３月２８日告示第１８８号） 

この告示は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則（平成２６年６月２４日告示第３２４号） 

この告示は、平成２６年７月１日から施行する。 

附 則（平成２８年３月３１日告示第１４３号） 

（施行期日） 

１ この告示は、平成２８年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示による改正後の久喜市心身障がい児通園施設利用者負担額助成要綱

様式第２号、久喜市子どものショートステイ事業実施要綱様式第２号（裏）、



 

 

久喜市自立支援教育訓練給付金事業実施要綱様式第３号（裏）及び様式第６号

（裏）、久喜市高等職業訓練促進給付金等事業実施要綱様式第４号（裏）及び

様式第８号（裏）、久喜市高齢者日常生活用具購入費助成事業実施要綱様式第

３号（裏）及び様式第６号（裏）、久喜市家族介護用品支給事業実施要綱様式

第６号（裏）、久喜市補装具費の代理受領に関する要綱様式第２号（裏）、久

喜市日中一時支援事業実施要綱様式第２号（裏）、様式第５号（裏）及び様式

第８号（裏）、久喜市移動支援事業実施要綱様式第２号（裏）、様式第５号（裏）

及び様式第８号（裏）、久喜市地域活動支援センター事業実施要綱様式第２号

及び様式第６号、久喜市地域生活支援事業補助金交付要綱様式第２号（裏）、

久喜市訪問入浴サービス事業実施要綱様式第２号（裏）、久喜市障がい者等日

常生活用具給付等事業実施要綱様式第２号（裏）及び様式第７号（裏）、久喜

市障がい者就職支度金支給要綱様式第３号、久喜市紙おむつ給付事業実施要綱

様式第５号（裏）、久喜市介護サービス利用者負担助成要綱様式第３号及び様

式第４号、久喜市訪問介護利用者負担額軽減要綱様式第２号、久喜市地域密着

型サービス事業者等指導及び監査実施要綱様式第７号、様式第９号及び様式第

１０号、久喜市住民基本台帳実態調査に係る事務取扱要綱様式第６号、久喜市

被災者住宅再建支援金交付要綱様式第４号、様式第８号及び様式第９号、久喜

市養育支援訪問事業実施要綱様式第４号及び様式第９号、久喜市多子軽減措置

に伴う償還払による障害児通所給付費支給要綱様式第３号並びに久喜市児童手

当事務「住民用」取扱要綱様式第４号（裏）、様式第６号（裏）、様式第７号

（裏）、様式第８号（裏）、様式第９号（裏）、様式第１０号（裏）、様式第

１３号（裏）、様式第１４号（裏）、様式第１５号（裏）、様式第１６号（裏）

及び様式第２１号は、この告示の施行の日以後にされる処分について適用し、

同日前にされた処分については、なお従前の例による。 

附 則（令和４年３月３１日告示第１５０号） 

この告示は、令和４年４月１日から施行する。 



 

 

別表（第１２条関係） 

地域活動支援センターⅡ型に要する経費及び障がい程度判定基準 

１ 事業の実施に要する経費（１日当たり） 

提供時間 区分１ 区分２ 区分３ 加算 

４時間未満 ２，７７０

円 

２，５２０

円 

２，２６０

円 

低所得者の食事提供体制加算：

４２０円 

入浴加算：４００円 

送迎加算：５４０円（片道） 

４時間以上６

時間未満 

４，６２０

円 

４，１９０

円 

３，７８０

円 

６時間以上 ６，０００

円 

５，４６０

円 

４，９１０

円 

２ 障がい程度判定基準 

（１） 障がいの程度による単価の区分の内容 

区分 障がいの程度 

区分１ 食事、排せつ、入浴及び移動のうち３つ以上の日常生活動作につい

て全介助を必要とする程度又はこれに準ずる程度 

区分２ 食事、排せつ、入浴及び移動のうち３つ以上の日常生活動作につい

て一部介助を必要とする程度又はこれに準ずる程度 

区分３ 区分１及び区分２に該当しない程度 

（２） 日常生活動作支援度合の判断基準 

項目 支援の度合 判断の基準 

食事 全介助 全面的に介助を要することをいう。 

一部介助 おかずを刻んでもらうなど一部介助を要することを

いう。 

排せつ 全介助 全面的に介助を要することをいう。 

一部介助 便器に座らせてもらうなど一部介助を要することを



 

 

いう。 

入浴 全介助 全面的に介助を要することをいう。 

一部介助 体を洗ってもらうなど一部介助を要することをい

う。 

移動 全介助 全面的に介助を要することをいう。 

一部介助 手を貸してもらうなど一部介助を要することをい

う。 

（３） 留意事項 

視覚障がい者１級、聴覚障がい者２級、音声機能・言語機能障がい３級の者

は、原則として、区分２の程度に該当するものとして取り扱うとともに、これ

らの者であって、他の身体機能の障がいを併せもつことにより、食事、排泄、

入浴及び移動のうち３つ以上の日常生活動作について一部介助を必要とするも

のは、区分１の程度に該当するものとして取扱うものとする。 

食事、排泄、入浴及び移動の各日常生活動作のそれぞれについて、やや時間

がかかっても介助なしに一人で行える場合は、一部介助に該当しないものとす

る。 

３ 利用者負担上限月額 

区分 利用者負担上限月額 

生活保護世帯 ０円 

低所得１ １５，０００円 

低所得２ ２４，６００円 

一般世帯 ３７，２００円 

備考 

１ 生活保護世帯とは、生活保護費受給世帯をいう。 

２ 低所得１とは、市町村民税非課税世帯であって障害者又は保護者の収入が

８０万円以下である者をいう。 



 

 

３ 低所得２とは、市町村民税非課税世帯であるもののうち、低所得１に該当

しない者をいう。 

４ 一般世帯とは、市町村民税課税世帯をいう。 

５ 市町村民税課税世帯のうち最多納税者の市町村民税（所得割）が４６万円

以上の世帯は支給対象外とする。 



 

 

 



 

 

 



 

 

 



 

 

 



 

 

 



 

 

 



 

 

 



 

 

様式第１号（第９条関係） 

様式第２号（第９条関係） 

様式第３号（第９条関係） 

様式第４号（第１０条関係） 

様式第５号（第１０条関係） 

様式第６号（第１１条関係） 

 


